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新田・大井統合井堰
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河川断面を阻害している固定堰
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１．実施工程表

２．事業効果について

（１）費用対効果

①便益(B)の項目

１）便益＝治水事業を実施することによる被害軽減期待額を現在価値化
被害額＝一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所償却資産、農漁家償却資産等）

＋農産物被害＋公共土木施設等被害＋営業停止被害＋応急対策費用

２）費用＝「建設費＋維持管理費－残存価値」を現在価値化

治水経済調査マニュアル（案） 建設省河川局 平成１7年4月

②費用便益比(B/C)算出根拠

浸水戸数587戸（床上209戸）の軽減
浸水面積201haの軽減

（２）費用対効果に含まれない効果

・生物の多様な生活環境の保全・再生・創出による魅力ある河川空間の創造
①井堰改築に伴い魚道を設置することによる河川連続性の確保
②従前からあった瀬や淵、みお筋等を可能な限り保全・復元
・親水空間の整備による魅力ある河川空間の創造
①高水敷に散策路を整備することによる親水性の向上

274,413.0

Ｂ／Ｃ

222,383.0 2,334.0224,717.0 1.2

費用（Ｃ）
総費用
（百万円） （百万円） （百万円）

事業費 維持管理費
便益（Ｂ）

総便益
（百万円）

代表的な効果

河道＋流域のモデル化

各メッシュの資産、地盤標高の設定

氾濫解析

氾濫区域内資産額の算定

年平均被害軽減期待額の算定

費用便益比

・流域は50m四方のメッシュに分割

・メッシュごとに、人口、資産（戸数、事業所数、
床面積など）、地盤標高を設定

・整備目標流量をもとに氾濫解析を実施

・メッシュデータと氾濫解析結果より被害額を算定

・洪水の生起確率毎の被害額、年平均被害軽減額を算定

・年平均被害軽減額から算定される便益と建設費用を現
在価値化して費用便益比を算定

H19まで H20 H21 H22 H23 H24 H25 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

（円山川上流工区で平成2年台風19号洪水流量を河道内で流下可能）

延伸区間暫定
整備完了

現朝来工区暫定整備完了

井堰

整備効果

用地買収

掘削

現朝来工区
（築堤、大木・大井井堰）

築堤
・護岸

橋梁

現朝来工区完成
延伸区間完成

（円山川上流工区完成）和田山工区完成
※

野田井堰、下井井堰、大井井堰大木・大井井堰高田井堰

曲り尾橋出合橋

現朝来工区

延伸区間

延伸区間

現朝来工区
延伸区間
暫定掘削

延伸区間
暫定築堤

H26

新田・大井
統合井堰

現朝来工区

現朝来工区築堤
（一部暫定）

現朝来工区
（新田・大井統合井堰周辺）

延伸区間

中野橋

中野橋周辺

中野橋周辺

河整－９

＜凡例＞
当初計画

実施計画

※曲り尾橋は現況で計画流量を安全に流下可能


